
＜専門家会議から一部を時点修正＞

オミクロン株の対応状況について（R3.12.26現在）

１ 発生等状況

（１）県内オミクロン株陽性者

＜患者情報＞ 令和３年12月26日現在

（２）オミクロン濃厚接触者の状況
令和３年12月26日現在

（３）県内陽性者のデルタ株（Ｌ452Ｒ）陰性確認等

令和３年12月26日現在

ア covid19陽性かつL452R陰性確認中の人 22名 12/26判明

イ covid19陽性かつL452R陰性かつｹﾞﾉﾑ解析中の人 ８名 12/28以降

濃厚接触
者数

うち陽性
者数

うち入院
者数

うち宿泊
隔離者数

うち自宅
待機者数 備考

計 63 8 8 34 19 ホテル入所拒否者あり

No. 年代 性別 居住地 発症日 症状 検査日 ﾜｸﾁﾝ 備考 番号
1A 50代 男 うるま市 12/12 倦怠感 12/13 済 入院 50520
2B 50代 女 中部管内 12/12 発熱等 12/15 済 入院 50523
3C 60代 男 中部管内 12/14 発熱等 12/15 済 入院 50522
4D 40代 女 うるま市 12/17 発熱等 12/17 無 入院 50530
5E 30代 男 中部管内 12/17 発熱等 12/17 済 入院 50527
6F 20代 男 中部管内 12/18 発熱等 12/18 済 入院 50536
7G 50代 男 中部管内 12/19 鼻水等 12/20 有 入院 50545
8H 40代 男 中部管内 12/18 発熱等 12/19 有 入院 50544
9I 10歳未満 男 中部管内 12/19 無症状 12/19 無 入院 50542
10J 30代 女 中部管内 12/19 発熱等 12/20 無 入院 50546
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（４）基地内発生状況
令和３年12月26日現在

２ 従業員・接触者等ＰＣＲ検査状況

（１）県総合運動公園・接触者PCR検査センターにて、キャンプ・ハン

セン従業員を対象とした集中検査を実施

検査日 基地関係 基地関係 基地関係

検査数 ※ 陽性者数 陽性率

12/18 332名（351名） １名（１名） 0.2％（0.3％）

12/19 213名（261名） ２名（３名） 0.9％（1.1％）

12/20 40名（ 77名） １名（２名） 2.5％（2.6％） ※1名判定保留→陰性

12/21 21名（ 51名） １名（２名） 4.7％（3.9％）

12/22 17名（ 48名） ０名（０名） 0.0％（0.0％）

12/23 6名（ 45名） ０名（０名） 0.0％（0.0％）

12/24 15名（ 81名） １名（４名） 6.7％（4.9％）

12/25 7名（ 46名） ０名（０名） 0.0％（0.0％）

期間累計 651名（960名） ６名（12名） 0.9％（1.3％）

（括弧内は、陽性者との接触者等を含めた総数）

※基地関係検査数には、ハンセン従業員のほか、その家族、その他基地関係者含む

（２）金武町臨時検査

検査日 検査数 陽性者数 陽性率

12/22 77名 ０名 0.0％

12/23 107名 ０名 0.0％

12/24 113名 ０名 0.0％

期間累計 297名 ０名 0.0％

（３）本部町臨時検査

日程：12/26、検査数：120名、場所：本部町役場駐車場

場所
累計

(12/15-
26)

12/15 12/16 12/17 12/18 12/19 12/20 12/21 12/22 12/23 12/24 12/25 12/26
週合計
12/20-
12/26

嘉手納基地 14 1 2 1 1 3 1 2 2 1 10

普天間基地 1 1 1

キャンプハンセン 255 8 6 13 128 29 2 20 17 9 8 15 71

キャンプキンザー 1 1 1

キャンプフォスター 10 2 1 1 2 2 2 7

キャンプコートニー 12 1 9 2 12

キャンプシュワブ 2 1 1 2

トリイ通信施設 3 1 1 1 2

不明(確認中含む） 26 1 1 4 2 2 16 25

合計 324 8 7 14 133 31 4 21 23 27 18 19 19 131
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（４）名護市臨時検査

日程：12/26・27、検査数：100～200名／日、場所：沖縄PCR検査セ

ンター名護店（ミタカトレード））

３ 入院病床確保状況（オミクロン株陽性者）
令和３年12月26日現在

個室対応 入院中の 新たに受け入れ 備考

病床数 患者数 可能な病床数

50 床 11 名 27 床

４ 宿泊療養施設状況（濃厚接触者）
令和３年12月26日現在

No. 宿泊療養施設名称 確保数 場所 入所者数 開設日 備考

1 那覇市 84 那覇市 27 12月17日

2 うるま市 56 うるま市 14 12月17日

５ 搬送車両稼働状況（オミクロン確定及び濃厚接触者対応）

ワゴンタイプ県車５台（内１台をオミクロン確定者搬送用、濃厚接

触者用及びデルタ感染者搬送用）を準備しており、オミクロン株陽性

者の濃厚接触者を自宅から那覇市内やうるま市内の宿泊療養施設に搬

送している他、自ら運転し宿泊療養施設に入所する濃厚接触者もいる。

６ その他

○ 県衛生環境研究所による解析で、県内初のオミクロン株が確認さ

れたことを受け、即日記者会見を開催し公表(12/17)

○ 厚生労働省から派遣された感染症対策専門家(2名）が、12月18日

から県対策本部に合流

○ 知事から県民へオミクロン株への注意喚起と、本島北部保健所管

内へ「注意報」を発出（12/21）

○ 基地従業員のほか、金武町(中央公民館)にて飲食関係者やタクシ

ー運転者等を対象とした臨時検査を実施。（12月22日～24日）

○ ゲノム解析中の患者が参加していた調理師免許会場の同席者の内、

接触者13名に検査実施を呼びかけ。その他参加者にもHP等で呼びかけ。

○ 県知事から外務省と米軍に対策徹底要請(12/21)

○ 県知事から内閣総理大臣に米軍基地におけるコロナ対策の徹底を

要請(12/23)

○ 県知事からオミクロン株への注意喚起と検査受検を要請(12/24)



オミクロン株に係る県内医療提供体制の今後 
              医療コーディネーター 佐々木秀章 
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県内のオミクロン株感染者数は、12 月 25 日時点で確定またはＬ452Ｒ陰性 13 人、濃厚
接触者は 61 名であり、いずれも感染者のリンクは追えているため市中感染としては扱われ
ていない。封じ込めの可能性は残されているが、他県ではリンクの追えない市中感染例も
確認されていることから、今後沖縄県でも早々に市中で拡大することはほぼ確定している
と考えている。 

イギリス政府の公表によると、オミクロン株の倍加時間は 2.5～3 日とされている。これ
をもとに、今後の新規感染者数を推定すると、年末年始休暇中の急増を想定しておく必要
がある。なお、この推定には、デルタ株の感染者は含んでいない。（By 高山先生） 

現在、国の方針として、オミクロン株陽性者の全例入院、濃厚接触者の全例ホテル管理
等の方針が示されその方向で沖縄県でも調整を行っているが、これらは海外からの水際対
策、封じ込めをそもそもの目標としている。沖縄県ではオミクロン患者の感染源が空港検
疫と異なりボリュームを持つ集団からの複数の感染源であり、陽性確定者はまだ確保病床
の範囲内で収まっているため調整可能だが、とくに濃厚接触者の調整には当初より難渋し
ている。もうすぐ来る感染拡大時に現状の方針を維持しながらの調整は不可能であり、感
染拡大防止と有症状者の治療や重症者の救命に医療が注力できる対策とのバランスが求め
られる。 
 

現状の国からの指針 

１， オミクロン陽性または L452R 陰性 
・全例入院、確定するまでは個別対応（オミクロン同士の同室管理は可能） 
・オミクロンとデルタ等の同室管理は不可 
・退院は症状軽快 24 時間以降、無症状は 6 日間経過後 PCR２回陰性確認 

２， 濃厚接触者 
 ・全例宿泊療養 14 日間 
 ・入所者同士の接触は避けること 
 ・3 日、6 日、10 日にＰＣＲ等の検査 
 ・臨時応急的な措置として自宅療養が可能 

３， 接触者 
 ・広く考えて検査実施すること 
 

専門家会議資料 



沖縄県の実情 

１， オミクロン陽性確定者はこれまでは重点病院で入院可能であったが、個別対応可
能なベッドは限られる。無症状、軽症の陽性者に医療資源を費やしている。 

２， 濃厚接触者には高齢者や小児、透析等で宿泊療養に適さない方や同意が得られな
い方も多く、自宅療養や疑似症認定しての入院で対応している。宿泊施設もだが、
自宅療養の場合の検査についても現在の体制で続ける限りもうじきキャパオーバ
ーの見込み。 

３， オミクロン、非オミクロンの結果が出るまでの調整が難しい。 
４， オミクロン、非オミクロンのコホート管理ができないため医療資源の消費量が大

きい。 
５， 関係者全員、近々破綻を予想し、有症状者対応へのシフトを願っている。 

  
 

 



 

 
 

 

市中感染発生後の方針案 
現状 当面の検討課題 

陽性者 全例入院 軽症者・無症状者の宿泊施設療養を認める 
（特段の事情があれば自宅療養） 

デルタとオミクロ
ンのコホート隔離 

病床が対応できる範囲で実施 

退院時ＰＣＲ陰性
確認 

検査を不要とし、従来の方針に戻す 

濃厚接触者 全例ホテル管理 自宅療養を併用し、必要性のある者のみ入所 
（高リスク同居者、旅行者等） 

ホテル、自宅での
PCR 検査 

入所前の検査のみとし、入所後は発症した時点で検
査。（または迅速抗原検査の配布で対応） 

 
 
 国は年始までの水際対策を求めているが実運用では不可能。上記方針への変更について
ご意見をいただきたい。 



【 商工労働部 資料１】

沖縄県ワクチン接種・検査陰性証証明活用ガイドラインについて

県は、ワクチン接種・検査陰性証明の活用のため、業界団体等と連携し、ガイドラインを策定

し、試行運用を行っている。国が示したワクチン検査パッケージ制度は、主に感染拡大時の行動

制限を緩和するものとなっていることから、ガイドラインをインセンティブ型と行動制限緩和型

の双方で利用可能なものとしてとりまとめた。

第１回 令和３年９月９日（木）庁内プロジェクトチーム設置、情報共有

第２回 令和３年９月24日（金）「考え方」「ガイドライン」叩き台に対する意見交換

第３回 令和３年10月27日（水）具体的な運用方法や課題に関する意見交換

第４回 令和３年11月10日（水）国のワクチンパッケージ制度、PCR検査無料化等

第５回 令和３年11月24日（水）国の制度に関する課題等の意見交換

第６回 令和３年12月10日（金）「本ガイドライン案」について書面により意見照会

令和３年12月27日（月）コロナ対策本部会議にて審議

同ガイドラインの公表

本

部

会

議

コ

ロ

ナ

対

策
議題：ワクチン接種・検査陰性証明活用ガイドインについて

第１回 令和３年９月13日（月）求められる活用事例、活用に当たっての留意事項確認

第２回 令和３年９月28日（月）「考え方」「ガイドライン」叩き台に対する意見交換

第３回 令和３年10月29日（水）民間における活用事例、運用方法や課題の意見交換

ワクチン接種検

査陰性証明ワー

キンググループ

会議

ワクチン接種検

査陰性証明プロ

ジェクトチーム

会議

第１回 令和３年９月８日（水）ワクチン接種証明活用等の概要、WGへの協力依頼

第２回 令和３年11月26日（金）「本ガイドライン案」について意見交換

経済再生出口戦

略専門部会

第15回 令和３年９月25日（土）「考え方」「ガイドライン」今後のスケジュール

第16回 令和３年10月20日（水）「民間活用の事例」「活用にあたって必要な対策」等

第17回 令和３年12月20日（月）「本ガイドライン案」について意見交換

新型コロナウイ

ルス感染症の影

響に係る経済対

策関係団体会議

庁内意見照会
令和３年10月１日（金） 素案（インセンティブ型）について全部局意見照会

令和３年12月12日（金） ガイドライン（案）について全部局意見照会

令和３年10月７日（木） 素案（インセンティブ型）について審議・公表



沖縄県新型コロナウイルス感染症対策本部（R3.12.27）

沖縄県ワクチン接種・検査陰性証明活用ガイドラインについて

1

【商工労働部資料１－２】



沖縄県ワクチン接種・検査陰性証明活用ガイドラインについては、感染防止と経
済活動の両立に向け、「飲食」、「イベント」、「県間・離島間移動」等の各場面
において、社会防衛の観点からリスクが低いことを示すワクチン接種・検査陰性証
明（以下「接種証明等」）の活用指針を示すもの。

2

基本的留意事項

(1)接種証明等の活用の前提として、基本的な感染防止対策の徹底が必要である。
(2)国の「新型コロナウイルス感染症対策基本方針」及び「沖縄県対処方針」における要請等の範囲

内で活用。

(3)予防接種法において、「ワクチン接種を受けるよう努めなければならない」と定められている。
ただし、接種は個人の任意であることから、ワクチン接種の有無又は接種証明等の提示の有無に
よる不当な差別的取扱いは許されない。

(4)病気等の理由でワクチン接種を受けられない方がいることから、代替手段としてPCR検査等の検
査結果証明等の代替案を確保することが重要。

(5)政府及び県による行動制限の緩和と関係なく、民間事業者等が提供するサービス等において、接

種証明書等を活用することは、原則として自由であり特段の制限を設けない。
・旅館業法など個別法においてサービスの利用制限の排除について定めている場合には法違反とならないようとする。

・公共的サービス等においては、国民を公平・平等に、幅広く対象とする場合が多く、より一層の慎重さが求められる。

ワクチン接種・検査陰性証明の活用について①



3

感染状況に応じた活用

【感染収束時の運用】（インセンティブ型）
民間事業者や施設設置者が自社の提供するサービス等について、利用者の接種証

明等を活用することは自由である。
「沖縄県ワクチン接種検査陰性証明活用ガイドライン」等を遵守し、インセン

ティブ（サービス）付与や、安全安心確保（感染リスク低減）のための接種証明等
の活用を奨励する。

ワクチン接種・検査陰性証明の活用について②

【感染拡大時の運用】（行動制限緩和型）
緊急事態宣言やまん延防止等重点措置等の下において「ワクチン・検査パッケー

ジ」適用により、基本的対処方針に基づいて県が要請する行動制限（人数制限、イ
ベント収容人数、移動等）を緩和する。
また、感染拡大時においてワクチン・検査パッケージを遵守する形で、インセン

ティブを付与することも差し支えない。



4

行動制限緩和 インセンティブ型

平 時
（Lv０～Lv1）

行動制限等の要請無し
（時短要請なし、イベント等人数制限なし、県

外への移動制限なし）

【インセンティブ】

・飲食店等でのサービス付与

・イベント等での専用レーン等による優先入場

・県対処方針に準拠し、安全・安心の確保（感染リス

ク低減）のための接種証明等の活用

※おきなわ彩発見キャンペーンにおける利用条件 等

感染拡大区域
（県独自措置検討・実

施）

（Lv2）

【飲食店】認証店において、人数制限緩和
※同一グループ・同一テーブル原則４人以内、但し
パッケージ適用により５人以上も可

基本的対処方針等に基づいて県が要請する行動
制限や、国の制度等の範囲内で、接種証明等を活
用することでインセンティブ付与感染拡大区域

（緊急事態措置区域、重
点措置地域、県独自措

置）

（Lv2～Lv4）

【飲食店】認証店において、人数制限緩和

【イベント】感染防止安全計画策定の上、措置等に
おける収容人数の制限緩和

【移動】都道府県をまたぐ移動等について、自粛要
請の対象に含めない

【カラオケ】認証店及び飲食を主として業としてい
ないカラオケ店について、緊急事態措置区域におい
て全員の証明書等を確認する

国のワクチン・検査パッケージの対象

4

県のワクチン接種・検査陰性証明活用ガイドライン



感染対策と日常生活の回復の両立に向けて、将来の緊急事態宣言やまん延防止等重点措置等の下においても、
感染リスクを低減させることにより、飲食やイベント、人の移動等の各分野における行動制限の緩和を可能とす
るため、ワクチン・検査パッケージを導入する。

5

定義・要件

(1)飲食店やイベント主催者等の事業者が、利用者の接種歴等を確認することにより、緊急事態宣言等において

課される様々な行動制限を緩和する。

(2)行動制限の緩和の適用を受けようとする事業者は、ワクチン検査パッケージを適用する旨を都道府県に登録

する。

(3)利用者のワクチン接種歴又は陰性の検査結果のいずれかを選択して提示するよう求めること。どちらか一方

しか選択できないとすることは「ワクチン・検査パッケージ」に該当せず、行動制限緩和の適用対象外。

(4)検査については、事業者が事前検査か当日検査のいずれか、又は両方を選択できる。

国の「ワクチン・検査パッケージ制度」について

行動制限緩和の具体的内容 利用条件

飲食 カラオケ イベント 移動 その他 ツアー・宿泊

第三者認証制度
の適用時業者にお
ける利用者の人数
制限を緩和し、制
限なしとする。

飲食を主としないカ
ラオケ店については、
第三者認証制度を準用
し、緊急事態措置域に
おいて、来店者全員の
接種歴等を確認する。

「感染防止安全計
画」を策定し、都道
府県の確認を受けた
イベントの収容人数
の上限を緩和し、収
容定員までとする。

都道府県をまたぐ
移動について、自粛
要請の対象に含めな
いこととする。

◇学校行事（修学旅
行等）は、移動の制
限の対象外。

◇観光庁施策等におい
て、旅行業者や宿泊事
業者がツアー及び宿泊
サービスを提供する際
の利用条件とする。

※ただし、仮に感染が急拡大し、医療提供体制のひっ迫が見込まれる場合等においては、政府・都道府県の判断でパッケージを適用せず、強い行動制限を要請することがある。



6

ワクチン接種歴・検査陰性証明の確認内容について①

（１）予防接種済証等（接種証明書、接種記録書を含む）により、「利用者が２回接種完了」、「２回目接種から14日以上
経過」を確認する。 予防接種済証等は画像等の確認でも可。 また、身分証等により本人確認必要。

（２）電子的なワクチン接種証明書、在日米軍による接種を受けた時日米軍従業員に対して防衛省が発行するワクチン接種
証明書、臨床試験参加者に対して厚労省が発行するワクチン接種証明書や海外在留邦人等ワクチン接種事業により接種
を受けた者に対して外務省が発行するワクチン接種証明書等も可。

（３）外国政府等の発行した接種証明については、別に定めるワクチン（ﾌｧｲｻﾞｰ、ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶ、ﾓﾃﾞﾙﾅ）であり、以下の全て
の事項が日本語又は英語で表記されているものに限り可とする。（氏名、生年月日、ワクチン名又はメーカー、接種日、
接種回数）

（４）有効期限は当面定めない。（今後の３回目の接種状況を踏まえ検討）

（５）国のデジタル化（電子版）は12月20日受付開始予定。スマートフォン専用アプリから申請・取得し表示可能となる。

１．ワクチン接種歴

身分証明書等と併せ本人確認

２回接種しているか、
２回目接種から14日経過し
ているか

※マイナンバーカードが必要
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２．検査結果

ワクチン接種歴・検査陰性証明の確認内容について②

（１）検査結果については、PCR検査等（LAMP法等、抗原定

量検査を含む）が推奨される。

（２）抗原定性検査については、事前にPCR検査等を受検する

ことが出来ない場合も対応する観点から利用可能とする。

（３）未就学児（概ね６歳未満）については、同居する親等の
監護者が同伴する場合には、行動制限を緩和する上で、検査を
不要とする。（６歳以上～１２歳未満の児童については検査結
果の陰性の確認が必要）

ＰＣＲ検査等の確認

（１）医療機関又は衛生検査所等が発行した検査結果通知書に
より、検査結果が陰性であることを確認する。

（２）検査結果の有効期限は、検体採取日より３日以内とする。

抗原定性検査の確認

（１）事業者は、検査実施者が発行する検査通知書により、検
査結果が陰性であることを確認する。

（２）検査結果の有効期限は、検査日より１日以内とする。

（３）事業者は、陽性判明した利用者については、医療機関等
を紹介するなどして受診につながるよう、必ず促す。



【ツアー、宿泊等における接種証明等の確認方法】（行動制限緩和）

※抗原定性検査の実施に当たっては、「ワクチン・検査パッケー

ジ制度における抗原定性検査の実施要綱」に基づき適切に行う

各証明等の確認時に旅行者等が密にならないよう配慮する

ツアー開始時又はチェックイン時等において各証明等の確認

国が提供するワクチン

接種証明アプリ等

※本人確認不要

ワクチン接種証明書（シール等）

外国政府等の発効した接種証明等

民間企業アプリ

検査員性証明（ＰＣＲ検査、

LAMP法、抗原定量検査、抗

原定性検査）等

業種別ガイドラインの遵守、感染防止対策を徹底する

（施設内の衛生管理、従業員等の安全衛生管理、お客様の安全等）

身分証明書等により本人確認 身分証明書等により本人確認

２回目の接種年月日確認（２回目接種から14日以上経過している

こと）
PCR検査等の有効期限は検体採取

日より３日以内、抗原定性検査の

有効期限は検査日より1日以内

確認場所

証明等の種類

移動前

確認方法

インセンティブを受けられない旨の説明や、ワクチン接種証明等の提示が利用条

件の際に忘れた場合の取扱い（利用や返金等の可否）等の説明を行う

抗原定性検査を提供する場所が近郊に存在する場合、それらの案内を行う

ワクチン接種証明書等を忘れた

２回目接種から14日経過していない

グループ全員が証明書等を持っていない

条件を満たさない場合

検査期限が切れている

検査結果が「判定保留」

検査結果陽性の場合 医療機関または県コールセンター（098-866-2129）に伝える等、受診に繋がるよう

必ず促す

同行者が陽性の場合、濃厚接触者と考えられる方については、県コールセンター

や保健所に相談する等の対応を促す

検査結果

陽性

旅行者等へ、事前及び当日の安全対策の呼びかけを行う

ワクチン・検査パッケージを活用したツアーや宿泊サービス等の施策を実施する

に当たっては、観光庁が定める「旅行業・宿泊業におけるワクチン・検査パッケー

ジ運用ガイドライン」等により運用するものとする。

留意事項

6歳～12歳未満の児童については、

検査結果陰性の確認が必要

ワクチン接種済等が利用条件の場合、当日にワクチン接種証明等を忘れずに持参す

ることや、忘れた場合の対応（入場・返金の可否等）について呼びかけを行う

【イベント等における接種証明等の確認方法】（行動制限緩和）

※抗原定性検査の実施に当たっては、「ワクチン・検査パッケー

ジ制度における抗原定性検査の実施要綱」に基づき適切に行う

各証明等の確認時に来場者が密にならないよう配慮する

施設入口等において各証明等の確認

国が提供するワクチン

接種証明アプリ等

※本人確認不要

ワクチン接種証明書（シール等）

外国政府等の発効した接種証明等

民間企業アプリ

検査員性証明（ＰＣＲ検査、

LAMP法、抗原定量検査、抗

原定性検査）等

ワクチン・検査パッケージ適用により人数上限を緩和したイベントについては、

当日にワクチン接種証明等を忘れずに持参することや、忘れた場合の対応（入

場・返金の可否等）について呼びかけを行う

身分証明書等により本人確認 身分証明書等により本人確認

２回目の接種年月日確認（２回目接種から14日以上経過している

こと）
PCR検査等の有効期限は検体採取

日より３日以内、抗原定性検査の

有効期限は検査日より1日以内

確認場所

証明等の種類

入場前

確認方法

入場にワクチン接種証明等の提示が必要であることや、忘れた場合の取扱い

（入場や返金等の可否）等の説明を行う

抗原定性検査を提供する場所が近郊に存在する場合、それらの案内を行う

ワクチン接種証明書等を忘れた

２回目接種から14日経過していない

グループ全員が証明書等を持っていない

条件を満たさない場合

検査期限が切れている

検査結果が「判定保留」

検査結果陽性の場合 医療機関または県コールセンター（098-866-2129）に伝える等、受診に

繋がるよう必ず促す

同行者が陽性の場合、濃厚接触者と考えられる方については、県コー

ルセンターや保健所に相談する等の対応を促す

検査結果

陽性

参加人数が5,000人超かつ収容率50％超のイベントについては、感染防止安全計

画を県に提出し、同計画に基づいた感染防止対策を徹底すること

6歳～12歳未満の児童については、

検査結果陰性の確認が必要

主催者は、業種別ガイドラインの遵守、感染防止対策を徹底する

（施設内の衛生管理、従業員等の安全衛生管理、お客様の安全等）
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ワクチン接種歴・検査陰性証明の確認方法

【飲食等における接種証明等の確認方法】（行動制限緩和型）

※抗原定性検査の実施に当たっては、「ワクチン・検査パッケー

ジ制度における抗原定性検査の実施要綱」に基づき適切に行う

各証明等の確認時に来店者が密にならないよう配慮する

店舗入口において各証明等の確認

国が提供するワクチン

接種証明アプリ等

※本人確認不要

ワクチン接種証明書（シール等）

外国政府等の発効した接種証明等

民間企業アプリ

検査員性証明（ＰＣＲ検査、

LAMP法、抗原定量検査、抗

原定性検査）等

業種別ガイドラインの遵守、感染防止対策を徹底する

（店舗内の衛生管理、従業員等の安全衛生管理、お客様の安全等）

身分証明書等により本人確認 身分証明書等により本人確認

２回目の接種年月日確認（２回目接種から14日以上経過している

こと） PCR検査等の有効期限は検体採取日

より３日以内、抗原定性検査の有効

期限は検査日より1日以内

確認場所

証明等の種類

入店前

確認方法

抗原定性検査を提供する場所が近郊に存在する場合、それらの案内を行う

「同一テーブル・同一グループ４人以内」の要請内容を説明し、複数のテー

ブルに分けること等の提案を行う

ワクチン接種証明書等を忘れた

２回目接種から14日経過していない

グループ全員が証明書等を持っていない

条件を満たさない場合

検査期限が切れている

検査結果が「判定保留」

検査結果陽性の場合 医療機関または県コールセンター（098-866-2129）に伝える等、受

診に繋がるよう必ず促す

同行者が陽性の場合、濃厚接触者と考えられる方については、県

コールセンターや保健所に相談する等の対応を促す

検査結果

陽性

認証店舗において、人数制限を緩和するに当たっては、ワクチン・検査

パッケージ制度を適用する旨を県に登録する。

6歳～12歳未満の児童については、

検査結果陰性の確認が必要

※ガイドラインP23 ※ガイドラインP28 ※ガイドラインP33

飲食、イベント、移動（ツアー、宿泊等）における、ワクチン接種証明等の確認方法をフロー図で整理
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ワクチン接種歴・検査陰性証明の種類

※ガイドラインP34 ※ガイドラインP35 ※ガイドラインP38

紙、デジタル、海外政府の証明書等を例示することで、現場での混乱を回避するよう整理

【予防接種済証】 【接種記録書】

【国内用、海外用の接種証明書（紙）】（各市町村の窓口で申請）

※従来の海外用に加えて、主に日本国内での利用を想定した国内用の接種証明書も申請可能

身分証明書等と併せ本人確認

２回接種しているか、

２回目接種から14日経過

しているか

身分証明書等と併せ本人確認

２回接種しているか、

２回目接種から14日経過

しているか

【ワクチン接種証明書（電子版）】

QRコード上部の現在時刻を確認

※リアルタイム表示によりスクリーン

ショットの偽造防止

２回接種しているか、

２回目接種から14日経過して

いるか

【外国政府等の発効した接種証明書の例】

※外国政府等の発行した接種証明のうち、ワクチン・検査パッケージ制度において使用可能とするワクチンは、「ファイ

ザー」「アストラゼネカ」「モデルナ」とする。（内閣官房事務連絡 令和3年11月19日）
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ワクチン接種・検査陰性証明活用ガイドラインQ&A

※ガイドラインP39～

ガイドライン公表後においても、問合せの多い項目等については、別途Q&Aとして随時更新予定

沖縄県ワクチン接種・検査陰性証明活用ガイドライン Q&A 

（令和３年 12 月●日 時点） 

 

（答）学校等の活動については、引き続き、「学校における新型コロナウイルス感染症に

関する衛生管理マニュアル」等を踏まえた対応を行い、「ワクチン・検査パッケージ

制度」は適用しないこととします。 

※ 学校等とは、幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、義務教育学

校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校並びに専修学

校及び各種学校をいう。 

※ 大学等における教育研究活動一般については適用しないが、大学等の部活動・課

外活動における感染リスクの高い活動への「ワクチン・検査パッケージ制度」の適

用等については文部科学省において別に定める。 

※ 修学旅行は、学校教育活動の一環であるため、適用外となる。 

※ 高校体育連盟などが主催する大会への参加も適用外となる。 

 

（答）人の移動については、基本的に個人に対する自粛の解除であるため、事業者がワク

チン接種歴や検査結果を確認することを県として求めるものではない。 

なお、民間において、ワクチン・検査パッケージを活用して旅行商品等を造成する

ことは自由となっております。 

 

（答）運転免許証、マイナンバーカード等の公的証明書の他、健康保険証や学生証等でも

可能です。 

 

（答）本人確認機能の無いアプリや検査陰性証明においては、本人確認を行う事で、なり

すましを防止することとしています。 

 

 

１． ワクチン・検査パッケージについて、学校は対象となるか。 

２． ワクチン・検査パッケージについて、ツアーや個人旅行は対象となるか 。 

３． 身分証明書の限定はあるか。 

４． なぜ身分証明まで行うのか。 

（答）12 歳未満の児童の本人確認又は年齢確認は、自己申告、保護者による申告又は健康

保険証等での確認によることでも可能です。 

 

（答）子どもについても、陽性者による他者への感染力があることが示されており、検査

の陰性を確認することが必要としています。 

※ 但し未就学児（概ね６歳未満）については、同居する親等の監護者が同伴する場

合には、行動制限を緩和する上で、検査を不要としています。 

（答）感染再拡大により医療提供体制が逼迫する場合や、まん延防止等重点措置地域や緊

急事態措置区域の移行により、接種証明等の活用を制限することもあり得ます。 

 

（答）接種証明等は、基本的な感染対策を実施したうえで活用することを想定しているた

め、体調が優れない場合の行動については、自粛いただくこととなります。 

 

（答）登録飲食店においても、同一グループの同一テーブルでの４人以下での会食の場合

には、ワクチン接種歴又は検査結果の陰性の確認をする必要はありません。 

 

（答）（インセンティブ型の場合） 

行動制限緩和型と同様な取扱いか、接種証明等を確認出来なかった方を含むグルー

プを非接種者として取り扱うなど、感染リスクを低減させる観点で活用することとな

ります。 

５． 12 歳未満の児童について何により本人確認を行うのか。 

６． 現在、ワクチン接種できない 12 歳未満の児童においても、行動制限の緩和する

場合、検査陰性証明を求める理由は 

７． 感染が拡大しても接種証明等を活用してよいのか 

８． 軽度の発熱程度であれば、ワクチン接種証明等を示し、飲食店やイベント等へ行

ってよいか。 

９． ワクチン・検査パッケージにおいて、登録飲食店は、接種証明、検査結果通知書

を忘れた人を店内に入れることは絶対にできないということか。 

10． 飲食店に 5 人以上で来店した際の、ワクチン接種証明等の取扱いについて。 

（行動制限緩和型の場合） 

ワクチン接種証明等を確認できた方については、同一グループで同一テーブルに５

人以上で座ることが可能。 

確認出来なかった方を含むグループについては、4 人以下に分散いただくことや抗

原定性検査の受検を促すこととなります。 

 

（答）（インセンティブ型の場合） 

行動制限緩和型と同様な取扱いか、接種証明等を確認出来なかった方を含むグルー

プを非接種者として取り扱うなど、感染リスクを低減させる観点で活用することとな

ります。 

（行動制限緩和型の場合） 

ワクチン接種証明等を確認できた方については、同一グループで同一テーブルに５

人以上で座ることが可能です。 

確認出来なかった方を含むグループについては、4 人以下に分散いただくことや抗

原定性検査の受検を促すこととなります。 

 

（答）飲食店やイベント等全てにワクチン接種・検査陰性証明の活用を義務づけるもので

はない。行動制限緩和型の適用を受けようとする事業者は、あらかじめ都道府県に登

録していただくこととなります。インセンティブ型としての活用は、原則、事業者の

自由となっています。 

 

（答）飲食店で同一テーブル５人以上で利用する場合には、当該 5 人以上全員のワクチン

接種歴又は検査結果を確認することとなります。 

イベントについては、「ワクチン・検査パッケージ制度」により緩和される部分（上

限人数を超えて追加可能となる入場者数分）について、入場者のワクチン接種歴又は

検査結果を確認することとなります。 

1 1 ．  飲 食 店 に お い て 、 同 一 グ ル ー プ 内 で ワ ク チ ン 接 種 証 明 書 等 を 忘 れ た 人 が い る 場 合

の取扱いについて。 

13． 人数制限を緩和する場合、イベントや飲食店においては、緩和する部分のみ、ワ

クチン接種歴又は検査結果を確認すれば良いのか、それとも入店者・入場者全員の

ものを確認するのか。 

12． 飲食店やイベントでは必ずワクチン接種歴や検査陰性証明を活用しなければなら

ないのか。 


